
令
和
元
年
度

決
算
報
告

　
令
和
元
年
度
の
町
の
決
算
に
つ
い

て
、
９
月
に
行
わ
れ
た
議
会
定
例
会

で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　
町
民
の
皆
さ
ま
に
納
め
て
い
た
だ

い
た
町
税
や
、
国
・
道
か
ら
の
交
付

金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

決
算
の
状
況
を
報
告
し
ま
す
。

区　　分 決　算　額 構成比
自
主
財
源

・町税 ２億５９２５万６千円 ８．０％
・使用料及び手数料 ７５１３万５千円 ２．３％
・繰入金、諸収入、その他 ３億３５８６万４千円 １０．３％
自主財源計 ６億７０２５万５千円 ２０．６％

依
存
財
源

・地方交付税 １７億０９５８万９千円 ５２．６％
・国庫支出金 ２億２６６８万６千円 ７．０％
・道支出金 ２億７５１２万２千円 ８．５％
・町債 ２億２１０４万５千円 ６．８％
・地方譲与税、
　地方消費税、その他 １億４８０７万９千円 ４．５％

依存財源計 ２５億８０５２万１千円 ７９．４％

歳 入 合 計 ３２億５０７７万６千円１００．０％

区　　分 決　算　額 構成比
・総務費 ２億７０４３万７千円 ８．６％
・民生費 ４億７４１２万２千円 １５．１％
・衛生費 ３億０６８４万１千円 ９．８％
・農林水産業費 ２億８００４万３千円 ８．９％
・土木費 ４億５５６２万２千円 １４．５％
・教育費 ２億０７９３万６千円 ６．６％
・公債費 ３億４７２３万２千円 １１．０％
・職員給与費 ５億５４１５万０千円 １７．６％
・その他 ２億４６５７万１千円 ７．９％
　議会費 ３３６５万１千円 ー
　労働費 ２万０千円 ー
　商工費 ５１１１万０千円 ー
　消防費 １億５５３８万３千円 ー
　災害復旧費 ６４０万７千円 ー

歳 出 合 計　 ３１億４２９５万４千円 １００．０％

歳入総額－歳出総額＝１億７８２万２千円（実質収支１億７４１万６千円）の黒字となりました。

◎町税の内訳

■町民１人当たりが負担したお金
　２億５，９２５万６千円÷２，７２３人＝約９万５千円

■町民１人当たりに使われたお金
　３１億４，２９５万４千円÷２，７２３人＝約１１５万４千円

（R2.３.３１現在の人口）（町税：上グラフ） （歳出総額） （R2.３.３１現在の人口）

町民税　４２.４％ 固定資産税　４６.５％

軽自動車税３.４％ 入湯税０.２％たばこ税７.５％

▽一般会計決算の概要
　一般会計の歳入は３２億５，０７７万６千円で、前年度に比べ
１億５，３６４万４千円の増額（４．９６％増）となりました。こ
れは、町債や国・道支出金の増加によるものです。
　歳出は３１億４，２９５万４千円で前年度に比べ
１億４，６８８万９千円の増額（４．９０％増）となりました。こ
れは、特別会計繰出金や元利償還金の増が主な要因となって
います。
　また、町民の皆さまに納めていただいた町税の総額は
２億５，９２５万６千円で、歳入全体の８．０％となっています。
一方、主な依存財源である地方交付税は１７億９５８万９千円
で歳入全体の５２.６％を占めています。

自主財源

依存財源

町税

使用料及び手数料

繰入金、
諸収入、その他

地方交付税

国庫
支出金

道支出金

町債

地方譲与税、
地方消費税、その他

総務費

民生費

衛生費

農林
水産業費土木費教育費

公債費

職員給与費

その他

●歳入
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区　分 歳　入 歳　出 差引収支
国 民 健 康 保 険 ３億８７１０万２千円 ３億７７００万１千円 １０１０万１千円
国民健康保険
　　診療所事業 ５億００６５万５千円 ４億９１４５万６千円 ９１９万９千円

後期高齢者医療 ５１８０万８千円 ５１８０万８千円 ０千円

介 護 保 険 事 業 ５億４２５１万６千円 ５億３５４１万６千円 ７１０万０千円

公共下水道事業 ２億９４７４万６千円 ２億９２４１万５千円 ２３３万１千円

合　計 １７億７６８２万７千円 １７億４８０９万６千円 ２８７３万１千円

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
を

適
正
に
運
営
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
た「
地
方
公
共
団
体
の

財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法

律
」
に
基
づ
き
、
全
て
の
地

方
公
共
団
体
に
お
い
て
財
政

健
全
化
に
か
か
る
各
指
標
の

公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

公
表
す
る
こ
と
と
な
る
の

は
、
健
全
化
判
断
比
率（
実

質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤

字
比
率
、
実
質
公
債
費
比
率
、

将
来
負
担
比
率
）
と
公
営
企

業
に
係
る
資
金
不
足
比
率
で

す
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
比
率

が
下
記
の
基
準
を
超
え
る
団

体
は
、
早
期
健
全
化
計
画
あ

る
い
は
財
政
再
生
計
画
の
作

成
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

愛
別
町
の
令
和
元
年
度
決

算
に
お
け
る
健
全
化
判
断

比
率
及
び
各
公
営
企
業
の
資

金
不
足
比
率
は
、
い
ず
れ
も

国
が
定
め
た
基
準
の
範
囲
内

と
な
っ
て
い
ま
す
。
健
全
化

判
断
比
率
の
状
況
に
つ
い
て

は
、
下
表
の
と
お
り
、
実
質

公
債
費
比
率
は
昨
年
度
よ
り

１
．
７
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
８
．

３
％
、
将
来
負
担
比
率
は
昨

年
度
よ
り
５
．
４
ポ
イ
ン
ト

減
少
し
12
．
３
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
実
質
赤
字

比
率
及
び
連
結
実
質
赤
字
比

率
に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計

及
び
特
別
会
計
に
お
い
て
実

質
収
支
額
が
黒
字
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
比
率
は
あ
り
ま
せ

ん
。
公
営
企
業
の
資
金
不
足

比
率
に
つ
い
て
は
、
各
会
計

に
お
い
て
資
金
不
足
が
生
じ

な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
比
率

は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
と
お
り
、
法
律
に
基

づ
く
４
つ
の
指
標
に
つ
き
ま

し
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
基
準
を

満
た
し
て
お
り
ま
す
が
、
依

然
と
し
て
町
債
の
残
高
や
決

算
に
占
め
る
公
債
費
は
高
く
、

実
質
公
債
費
比
率
や
将
来
負

担
比
率
に
つ
い
て
も
高
水
準

で
あ
り
、
厳
し
い
財
政
状
況

で
あ
る
と
い
え
ま
す
。
今
後

も
引
き
続
き
、
持
続
可
能
な

健
全
財
政
の
確
立
に
努
め
て

参
り
ま
す
。

区　　分 Ｈ２９年度比率 Ｈ３０年度比率 R元年度比率 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 ー ー ー １５.０％ ２０.０％
連結実質赤字比率 ー ー ー ２０.０％ ３０.０％
実質公債費比率 ５.７％ ６.６％ ８．３％ ２５.０％ ３５.０％
将来負担比率 １１.７％ １７.７％ １２．３％ ３５０.０％ ー

区　　分 Ｈ２９年度比率 Ｈ３０年度比率 R元年度比率 経営健全化基準
簡易水道事業特別会計 ー ー ー ２０.０％
公共下水道事業特別会計 ー ー ー ２０.０％

▼健全化判断比率

▼公営企業に係る資金不足比率

▽
令
和
元
年
度

　
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率

▽特別会計の
　　　　　決算状況
　町の会計には、一般会計
と区分して、特定の収入で
支出をまかなう特別会計が
あります。
　令和元年度の５つの特別
会計の決算額は右記のとお
りです。

▽公営企業会計の
　　　　　決算状況
　公営企業会計は関係する
法律の適用を受け、利用者
からの利用料金等により事
業を行う、公営企業の会計
です。令和元年度の公営企
業会計の決算額は右記のと
おりです。

区　分 収　入 支　出 差　引

簡易
水道事業

収益的収支 １億８９２０万１千円 １億５２４３万１千円 ３677万０千円

資本的収支 １億１４７８万４千円 ２億３３１０万８千円 ▲１億１８３２万４千円

※資本的収支の不足額は内部留保金などで補てんしています。

●収益的収支…サービスの提供で発生する利用料等の収益と、サービスを提供する
　　　　　　　ための費用の差引額。
●資本的収支…サービスの提供に必要な設備の拡充など資産の取得に必要な支出と、　　
　　　　　　　資産の取得に要する企業債などの収入の差引額。


